
産業競争力維持と
対日投資促進の政策の必要性
今年1月、小泉総理は施政方針演説で、5年後に日本への投資残高の倍増を目指す、と宣言した。
それを受け、国を挙げての取り組みが始まっている。
対日投資促進本部の本部長を務める日本貿易振興会副理事長・塚本弘氏に対日投資を中心にお話をうかがった。

塚本 弘氏 日本貿易振興会副理事長

していますが、品目で言えば、電子・機

械についてアジアとの水平分業が進ん

でいる、としています。

中国との関係で、この5年間で輸出が

増えているもの、減っているものを比較し

ますと、際立った傾向が見えてきていま

す。集積回路・超小型組立品、自動車用

部品、半導体デバイス、あるいは有機化

合物など基幹的な部品や素材が多く輸

出され（13頁・資料6参照）、それが日本

の貿易収支の黒字に反映しています。

一方、中国からは衣料など労働集約的

な製品が中心ですが、日本から輸

出した基幹的部品や素材を

組み立てて製品にした事

務用機器や音響映像機

器がかなり入ってくるよ

うになっています。

反町 日本国内で製造

した基幹的な部品が、中国

で組み立てられ、日本を含め

た世界に輸出される構造ができて

いるということですね。

塚本 それに関しておもしろい現象が

見られる品目がコンピュータで、輸出も輸

入ともにかなり多いです。つまり日本国

内で製造された高度な製品が世界に輸

出され、低価格品を輸入するというかた

ちで、同一品目で輸出と輸入の棲み分

けがなされているということです。

反町 海外に進出した日本企業の収益

の現状についてうかがいます。

塚本 日本企業の海外進出は1985年

のプラザ合意以降の円高によって海外

投資が加速しまして、いったん減少した

ものの、近年の円高で再度増加

しています。特に中国が

2001年12月にWTOに

加盟したのをきっかけ

として中国への投資が

勢いを増しました。経済

産業省の「海外事業活

動の基本調査」でも、

日本企業の現地法

日本企業の海外進出

反町 国際収支の数字をどのように読

み取り、日本経済の現状と課題をどうと

らえるべきかという問題について、ご専

門である貿易の面を中心に、ご教示賜り

たいと思っています。

塚本 まず、全体的な状況ですが、2002

年の日本の輸出額は4,160億ドルと世界

第3位、輸入は3,368億ドルと世界第4位

と、依然として貿易収支の大幅な黒字

が続いています。

地域別の取引を見ますと、輸出入とも

アメリカ、アジアのシェアが大きい割合を

占めています（右頁・図参照）。日本は大

部分の国に対して黒字ですが、近年、中

国からの輸入が増えてきており、2002年

にはアメリカからの輸入額を初めて上回っ

ています。

反町 アジアにおける製造業の水平分

業が進展しているようですね。

塚本 経済産業省の産業構造審議会

は「わが国の産業の競争力の現状」と

いう資料で、日本の輸出競争力を分析
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人の売上高は順調に推移していること

が見てとれます。地域的に言えば、北米

と中国を含めたアジアで相当の利益を

出ています。

反町 海外に進出した日本企業は着実

に利益を上げるようになっているという

ことですね。

塚本 国際収支にもそれが現れていま

す。近年、所得収支は増加傾向にあり、

2002年は8兆2,665億円に達しています

が（11頁・資料1参照）、その内訳では、

「直接投資収益」のうちの「受取」が2兆

1,069億円とかなりの規模になっていま

す。「受取」とは、これまで日本企業が海

外で直接投資をしてきたところから、収

入がどれだけ上がっているかを日銀ベー

スでとらえたデータです。日本の直接投

資収支そのものは、日本の海外に対す

る投資額があまりにも巨大なため、未だ

に赤字のままですが、直接投資収益の

受取額の絶対額は年々増加していま

す。

反町 中国の場合、国内で留保され、利

子や配当金を引き出せないということ

は？

塚本 中国も自由度が増していまして、

基本的に日本に送金できないことはない

ようです。ただ日本企業としては、送金

すれば日本の高い税率で課税されるこ

と、また、中国の経済が発展しているこ

ともあり、現地で上がった収益はそのま

ま事業拡大のため、現地で再投資する

ことが多いようですね。

反町 日本貿易振興会（以下、ジェトロ）

では海外においては、どのような体制で

日本企業の活動のサポートをされてい

るのでしょうか？

塚本 現在、ジェトロは海外に79カ所の

事務所を展開して、そこで日本企業をサ

ポートしています。特に中国については

今年はじめ、上海に「日系企業支援セン

ター」を設けました。中国で日系企業が

ビジネスを展開するとき、中国ビジネスで

の代金回収や労務関係などのトラブル、

あるいは中国内の販売網や輸送をどう

すればいいのかといった疑問が生じま

す。それをお手伝いするため、専門家を

置いて相談やアドバイスをしています。ま

た、外部の公認会計士や税理士、弁護士

の方々ともパートナー契約を結んでサー

ビスを提供しています。

対日投資の促進

反町 日本企業は海外に拠点を移して

おり、すでに現地法人で345万人を雇用

していますが、反対に外資系企業による

日本国内の雇用は100万人とのことで

す。日本では失業率の高まりが国内政

策の重要課題になってきており、雇用創

出のため、外国企業の誘致が求められ

ると思います。

塚本 そこが大事なところです。日本に

外国企業がどれくらい来ているかという

と、外資比率10％以上の外資系企業・

事業所で、約100万人を雇用しているも

のの、全雇用に占める比率は2.3％でし

かありません。また、日本の対内直接投

資ストックの対GDP比にいたっては、わ

ずか1.1％で、アメリカの12.4％、イギリス

の30.5％、ドイツの24.1％と比較すると一

桁違います。

今年1月、小泉総理は施政方針演説

の中で、海外から日本への直接投資は、

新しい技術や革新的な経営をもたらし、

雇用機会の増大にもつながる。日本を

外国企業にとって魅力ある進出先とす

るための施策を講じ、5年後には日本へ

の投資残高の倍増を目指す、と表明さ

れました。それを受け、政府を挙げて、総

理の宣言を実現できるよう取り組んでい

るところです。例えば、各省庁に外国企

業の相談の窓口を整備することになりま

した。当然、ジェトロもそれに連携します。

反町 全省庁体制ということでは、財務

省、経済産業省は言うに及ばず、内閣府

の役割も大切ですね。

塚本 対日投資会議の事務局は内閣

府に置き、そこで一括していただくことに

なりました。

反町 参入の障壁としてそもそも言語

や文化的な慣習もありますが、日本の場
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日本、アセアン、中国、韓国、米国、EUの貿易関係（2002年）図

出所：日―アセアン、中国、韓国、米国、EU間は日本側の通関統計。
韓国―アセアン、中国間は韓国側の通関統計。中―アセアン間は中国側の通関統計。
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ています。いずれの会議においても熱心

な討議が行われました。そこに外国企業

のトップの方々も出席されたのですが、

日本の規制に対する意見を総括します

と、ずいぶん改善されたという評価でし

た。

今年6月、政府の主催でサンフランシ

スコとシカゴで対日投資セミナーが予定

されていますが、そういう場で日本の変

化、またマーケットとしての日本の魅力を

PRします。何よりも日本は世界第2位の

経済大国であり、そのGDPは全世界の

15％を占め、今なお中国の4倍という大変

な購買力を持つマーケットなのですから。

ジェトロの誘致活動

反町 塚本副理事長は、ジェトロの対日

投資促進本部の本部長に就かれていま

すが、これまで日本企業の海外進出を

支援され、大いなる実績を上げてこられ

たジェトロとして、対日投資の促進につ

いてはどのような取り組みをされていま

すか？

塚本 まず海外における事業としては、

対日投資誘致営業部隊の増強、大規模

なシンポジウムの開催などがあります。

また日本国内の事業としては、外国企

業にとっての言葉の難しさや日本のマー

ケットがあまり理解できていないというこ

とに目をつけて、今年5月26日、赤坂ツ

インタワーに「対日投資・ビジネスサポー

トセンター」を開設しました。ここでワン

ストップで情報提供や相談などのサービ

スを提供します。専任スタッフは36名で、

11名は司法書士や行政書士など労務、

法務、会計、税制、マーケットなど専門分

野に強いアドバイザーです。

またウェブ上では「インベスト・ジャパ

ン」というサイト※2を開設しており、アクセ

スしていただければ、対日投資のための

最新情報が入手できるようになっています。

反町 都市再生特別措置法もあって、

東京の再開発はかなり進み出し、そこに

アジア系の資本が入ってくるなど外資を

呼び込む環境が整いつつあるようです

が、他方、地方については、外資を誘致

するため自治体のより一層の努力が求

められるのでは？

塚本 アメリカの州やヨーロッパの地方で

は、外資を誘致するためにインセンティブ

を与えることは広く行われています。日

本でも、自治体が企業の立地にインセン

ティブを付けていこうという事例が相当

出ています。典型的な例は、三重県によ

るシャープの液晶の工場誘致で、90億円

の補助金を付けられました。雇用創出と

ともに、将来的な税収の確保という観点

から、そのように思い切ったかたちで誘

致を実現されたものです。その他の自治

体でも、対外投資の窓口を整備したり、

トップセールスということで知事や市長

が自ら外国を訪ねたりと、企業立地とし

ての利点をアピールするといった動きが

出ています。

ジェトロも全国36カ所の国内貿易情報

合、企業活動にとって高コスト体質の国

家という印象が残るのでは？

塚本 それでも最近、丸の内や銀座、表

参道といった目抜き通りでは、ヨーロッパ

のブランドショップが軒を連ねるように出

店しています。その呼び水として、都心

の一等地の地価がバブルの時代に比べ

て各段に安くなったことがあるはずです。

また株価も下がり、M＆A※1ということで

は有利になっています。地価、株価の下

落によって日本人は大変弱っています

が、外国企業にとってみれば、進出コス

トの低減です。そういう意味で、日本の

高コスト体質については激変していると

受け止められているでしょう。

反町 かつては非関税障壁として海外

から叩かれた日本の規制についても、

改革が進んでいます。誘致をする上で

障壁にならない程度にはなっているので

しょうか？

塚本 昨年、大きな対日投資の会議が

二つ開催されました。三菱商事の槙原会

長が委員長の対日投資促進民間フォー

ラムと、総理が主宰されている対日投資

会議の専門部会で、こちらは慶應義塾

大学の島田晴雄教授が議長を務められ
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※1 M&A［Merger and Acquisition］：企業の合併・買収。
※2 http：//www.jetro.go.jp/investjapan/
※3 産業クラスター計画：地域経済産業局が地方自治体と共働して、世界市場を目

指す企業を対象に、世界市場を目指す企業を含む産学官の広域的な人的ネット
ワークを形成、地域関連施策を効果的、総合的に投入することにより、地域経済
を支え世界に通用する新事業が次々と展開され、産業クラスターが形成されるこ
とを目標とするプロジェクト。

※4 大学発ベンチャー1,000社計画：平成13年5月、大学等における研究成果を活
用し、日本の産業競争力を強化して経済活性化を図る観点から、平成14年度か
ら16年度までの3年間で大学発ベンチャー企業を1,000社創出することを目標と
して提唱されたもの。積極的に大学等における研究成果の事業化に努めていく
方針を示している。

※5 TLO［Technology Licensing Organization］：技術移転機関。
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センターでサポートしています。LL（ロー

カル・トゥ・ローカル）事業として、外国企

業の誘致や資本提携を通じて、わが国

と海外の地域同士の産業交流を活性化

する事業を展開しています。

国際競争力を高めるために

反町 対日投資の促進と併せて、日本

企業の活性化も求められると思います。

塚本 企業は国を選びません。自由な

立場で国境を超え、世界中で最適な地

域を探して、そこで事業を展開する時代

です。個々の日本企業はそれで利益を

上げればいいと思いますが、国益という

観点からすれば、やはり日本企業が国

内の労働力を使い、日本のポテンシャル

を活かすかたちで活動していくことが必

要です。ジェトロとしては、一つは日本経

済の活性化に寄与するため、中堅・中小

企業の輸出促進を支援しており、今年2

月には、輸出促進支援室を設置してい

ます。

また今、政府は日本企業の国際競争

力を高める施策に力を入れていますが、

その根本は研究開発です。日本国内で

より高付加価値な製品や部品を生産で

きるシステムをつくっていくことが大事で

す。研究開発のための補助金、大学が

企業の研究所と共に産業クラスター計

画※3、大学発ベンチャー1,000社計画※4、

大学と企業の共同研究、TLO※5などが

あります。

反町 半導体の世界ではMPU※6は米

国企業の独占状態、DRAM※7は韓国企

業が躍進して、世界シェアで日本勢は凋

落傾向にある中、次世代の半導体に関

する国家プロジェクトが立ち上がりまし

た。メガコンペティションの時代を迎え、再

び国策としての産業政策が必要なので

はありませんか？

塚本 政府は21世紀を見越したプロジェ

クトということで、「フォーカス21※8」として

ライフサイエンス、環境、情報通信、ナノ

テクノロジーの重点4分野の30プロジェ

クトに予算を集中投入しています。これ

は業界横断的であり、さらに大学や国の

研究機関とも共同という大きなプロジェ

クトです。

反町 税制面からの後押しも不可欠で

す。

塚本 平成15年度の税制改正に研究

開発税制の抜本強化があります。今ま

での増加試験研究税制※9は額の増加に

着目した制度ですが、現在の日本企業

は一定の研究開発を維持しており、増加

するほどの力はありません。それを抜本

的に改革して、試験研究費総額の一定

割合の税額控除制度を創設しようという

ものです。そのような施策が、競争力の

ある製品や部品というかたちで実を結

び、わが国の貿易収支や特許収支の黒

字に貢献することを期待したいと思いま

す。

反町 「プロジェクトX」のように過去ば

かり振り返らず、努力次第で日本には明

るい未来があることを若い人たちにも伝

える必要がありますね。

塚本 今年、ダボス会議※10の世界経済

フォーラムに出席しましたが、そこに日産

の驚異的なV字回復を実現されたカル

ロス・ゴーン氏もいらっしゃいました。ゴー

ン氏は、力強い調子で、改革を実現する

ことの重要性を力説されました。日産の

改革ではもちろん自分も努力したが、改

革のアイデアは社員みんなから出てきた

ものだ。日本にはいいアイデアはある。

それを実行すれば、いくらでもポテンシャ

ルを活かせる。日本には整備されたイン

フラがあり、能力の高い人たちがいる。

何より日本の労働者は、一度方向性が

決まれば、一丸となって全力を集中する

という素晴らしい資質を備えている。ブ

ラジルやフランスではなかなかそうはい

かない。日本が低迷しているのはアイデ

アがないからなのではない。実行できな

いからだ。そのようなことを滔々と語られ

ました。日本は改革の真っ直中にあり、

まさに実行の時を迎えています。改革す

べきところは改革しなければなりません。

しかし、根拠もなく悲観的なことばかり

言わず、力強さを取り戻しているところ

は、その変化をきちんと見極める。その

ようにバランスよく見ていく必要があると

思います。

反町 国際収支からは日本の明るい将

来が予感されるということですね。

塚本 経済について暗い話が多い中、

世界に目を向ければ、いろいろなことが

変わり始めています。われわれも将来の

力強い日本を期待しながら、努力を続け

てまいりたいと思います。

反町 本日は大変お忙しいところ、あり

がとうございました。

読者の皆様のご意見・ご感想をお寄せください。

h-bunka@lec-jp.com

日本貿易振興会副理事長
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1994年7月通商産業省大臣官房審議官（地球環境問題担当）

兼通商産業研究所次長。1995年6月退官。同年7月国民金融

公庫理事。1997年7月社団法人日本電子機械工業会専務理

事。2000年11月社団法人電子情報技術産業協会専務理事

（統合により名称変更）。2002年6月同協会退任。同年同月日

本貿易振興会副理事長就任（現職）。

※6 マイクロプロセッサー（MPU：Micro Processing Unit）：コンピュータの中央処
理装置（CPU）をLSI チップに収めたもの。

※7 ダイナミックラム（DRAM：Dynamic Random Access Memory）：記憶保持
動作ができる、コンピュータの随時書き込み読み出しメモリー。

※8 フォーカス21：研究開発の成果が迅速に事業化に結びつき、産業競争力強化に
直結するような経済活性化のための研究開発プロジェクトをいう。

※9 増加試験研究税制：試験研究費が増加傾向にある青色申告書を提出する個人
または法人等の税制の優遇措置。

※10 ダボス会議：スイスの公益団体、世界経済フォーラムが主催する民間の国際シ
ンポジウム。毎年1月下旬頃にスイス東部のスキーリゾート地ダボスで開かれる。
世界の政財界の指導者や大企業の経営者、著名な学者らが出席し、地球規模の
経済問題を中心に自由に討論する。国際的なエリートの集いとして、「賢人会議」
とも称されている。


